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学校法人日本女子大学内部監査規程 

2022 年 4 月 1 日 

制定 

（趣旨） 

第 1 条 この規程は、学校法人日本女子大学(以下「本法人」という。)における、内部監査(以下「監

査」という。)を円滑かつ効果的に行うために、必要な事項を定める。 

（目的） 

第 2 条 監査は、理事⾧の命により、本法人における業務運営及び財務処理の適法性等について、公

正かつ客観的に検討及び評価を行い、本法人の管理運営の適正化、効率化及び教職員の業務に関す

る意識向上を図り、もって本法人の発展及び社会からの信頼の保持に資することを目的とする。 

（監査の種類） 

第 3 条 監査は、教員が行う個々の教育研究内容を除き、本法人における全ての業務を対象に行い、監

査の主たる種類は以下のとおりである。 

(1) 業務監査 

 (2) 会計監査 

 (3) 公的資金研究費内部監査 

２ 公的資金研究費監査については、学校法人日本女子大学内部監査規程のほか別に定める日本女子

大学公的資金研究費内部監査規程に基づき実施する。 

(監査の区分） 

第 4 条 監査の区分は、定期監査、臨時監査及び特別監査とする。 

２ 定期監査は、第 10 条に定める監査計画書に基づいて、毎年度実施する。 

３ 臨時監査は、内部監査室室⾧が必要と認める事項について実施する。 

４ 特別監査は、前項にかかわらず、理事⾧が特に命じた事項等について実施する。 

（担当部署） 

第 5 条 監査に関する業務を行うために、理事⾧の下に、内部監査室を設置する。 

２ 理事⾧は、本学の専任職員の中から内部監査室に次の職員を任命して置く。 

（１）内部監査室室⾧  １ 名 

（２）内部監査室監査員 若干名 

３ 理事⾧は、必要に応じ、内部監査室の職員以外の本学の専任職員の中から内部監査室監査員を委嘱

することができる。 

４ 前項に掲げる内部監査室監査員の任期は１年以内とし、必要に応じて更新することができる。 

５ 理事⾧は、理事会の承認を得て、内部監査室における監査業務の一部を外部の機関等に委託する

ことができる。  

（監査責任者及び監査員の権限） 

第６条 監査責任者は内部監査室室⾧とする。 

２ 監査は、監査責任者の統括のもと第５条第２項２号及び第３項の内部監査室監査員（以下総称して

「監査員」という。以下同じ）が監査責任者の命により、監査業務を担当し、これを実施する。ただ

し、監査員は、所属する部署の監査に従事することはできない。 

３ 監査責任者は、事前に理事⾧の承認を得て、第３条に定める監査の種類ごとに監査チームを組織し、

監査チームの監査主任を指名することができる。 



2 

 

４ 監査責任者及び監査員は、理事⾧の許可を得て、監査の対象となる箇所(以下「被監査箇所」とい

う。)の⾧に対して、監査執行上必要な一切の関係書類の提出を求めるとともに、監査に必要な説明

を求めることができる。 

５ 前項の要求は、正当な理由なくして拒むことはできない。 

６ 前項の理由は、書面によって明らかにしなければならない。 

７ 内部監査室室⾧は、監査の実施のため必要と認める場合には、理事⾧の許可を得て、理事会その他

の会議に出席し、またはその議事録を閲覧することができる。 

（監査責任者及び監査員の責務） 

第７条 監査責任者及び監査員は、事実の認定及び処理の判断に当たっては、常に公正な態度を保持

しなければならない。 

２ 監査責任者及び監査員は、職務上知り得た事項を正当な理由なく他に漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様とする。 

３ 監査責任者及び監査員は、被監査部署に対し、直接指揮命令をしてはならない。 

４ 監査責任者及び監査員は、秘密保持の誓約書を理事⾧に提出する。 

（監査対象部局等の義務） 

第８条 監査対象部局及び本法人の教職員等は、監査が的確かつ効率的に遂行されるよう積極的に協

力しなければならない。 

（監査の方法） 

第９条 監査は、書面監査、実地監査、報告又は説明の聴取その他適切な方法により実施す 

る。 

（監査方針及び監査計画） 

第 10 条 監査は、原則として年度を単位として実施する。 

２ 監査責任者は、監査主任と協議して監査を実施する年度の監査方針を立案の上、当該方針に基づく

監査計画書を作成し、事前に理事⾧の承認を得なければならない。 

３ 監査を実施するにあたり、監査主任は、監査項目、監査日程、監査員指名その他必要事項を記載

した監査実施計画書を作成し、事前に監査責任者の承認を得なければならない。 

４ 理事⾧は、第２項の監査方針及び監査計画書を理事会に報告する。 

（監査の実施） 

第 11 条 監査責任者及び監査員は、前条の「監査計画書」「監査実施計画書」に基づいて監査を実施

する。ただし、緊急の必要又はやむを得ない事情があると認めるときは、理事⾧の承認を得て、こ

れを変更して実施することができる。 

2  監査は、特別な事情がある場合を除き、被監査箇所の⾧に書面で通知した上で実施する。 

3  監査責任者及び監査員は、被監査部署の日常業務を著しく妨げないように留意しなければならな

い。 

（監査の報告） 

第 12 条 監査責任者は、監査が終了したときは、速やかに監査主任と協議し、当該年度内に監査の結

果の監査報告書を作成して理事⾧に提出・報告する。また、監査中特に重要な事項が認められるも

のがあるときは、直ちに理事⾧に報告しなければならない。 

２ 報告書の作成において、監査責任者は是正の提案、意見を付して報告することができる。 

（是正改善等の措置） 



3 

 

第 13 条 理事⾧は、監査報告書による結果を受け、是正改善等が必要と判断した場合は、監査責任者

を通じ、被監査箇所の⾧に対し、改善措置を指示する。 

（是正改善の措置の要求に対する回答） 

第 14 条 前条の是正改善措置の要求を受けた被監査箇所の⾧は、直ちに是正改善措置を図り、 

実施する是正改善措置の内容及び期限等を記載した回答書を作成し、内部監査室⾧に提出しな 

ければならない。 

2 回答に際し、被監査箇所からの意見を付すことができるものとする。 

（是正改善措置の実施状況の確認等） 

第 15 条 内部監査室⾧は、前条の回答書を受理したときは、当該回答書記載の是正改善措置に 

ついてその実施状況を確認した上で、理事⾧に報告する。 

（他監査との連携） 

第 16 条 監査責任者は、監事及び公認会計士（監査法人含む）との連携を密にし、的確な監査の実施

に努める。ただし、当該連携が相互の監査に対して干涉し、又は指揮命令するものであってはな

らない。 

（改廃） 

第 17 条 この規程の改廃は、理事会の議を経て、理事⾧が行う。 

 

附 則 

この規程は、2022 年 4 月 1 日から施行する。 


